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（証券コード：7605）
2024年１月15日

（電子提供措置の開始日 2024年１月５日）
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株 主 各 位
宮城県富谷市成田一丁目２番２号
株式会社フジ・コーポレーション
代表取締役社長 遠 藤 文 樹

第51回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、誠にありがとうございます。
さて、当社第51回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第51回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト（https://www.fujicorporation.com/bs/）

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）
上記ウェブサイトにアクセスして、銘柄名「フジ・コーポレーション」又は証券コード

「7605」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日のご出席に代えて、書面又はインターネットにより議決権を行使することができま
すので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、2024年１
月29日（月曜日）午後５時までに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 2024年１月30日（火曜日）午前11時（午前10時より受付開始）
２．場 所 宮城県仙台市泉区寺岡６丁目２番地の１

仙台ロイヤルパークホテル ロビーフロア ロイヤルホールＥＡＳＴ
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３．株主総会の目的事項
報告事項 第51期（2022年11月１日から2023年10月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件
決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件
第４号議案 監査役の報酬額改定の件

４．議決権の行使に関する事項
（１）書面による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2024年１月29日（月曜
日）午後５時までに到着するようご返送ください。

（２）インターネットによる議決権行使の場合
同 封 の 議 決 権 行 使 書 用 紙 に 記 載 の 当 社 指 定 の 議 決 権 行 使 ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.net-vote.com/）にアクセスしていただき、画面の案内にしたがって、
2024年１月29日（月曜日）午後５時までに議案に対する賛否をご入力ください。

（３）議決権の重複行使の取り扱い
①書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットによる
ものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

②インターネットにより、複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われたもの
を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

（４）議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたもの
として取り扱わせていただきます。

以 上

お願い ◎当日ご出席の際には、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
上げます。また、資源節約のため、この「招集ご通知」をご持参くださいますようお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させて
いただきます。
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詳細は次ページを
ご参照ください。

事前の議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の２つの方法により事前に行使いただくことができます。

1 郵送で事前に議決権行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、
切手を貼らずにご投函ください。
行使期限 2024年１月29日（月曜日）

午後５時到着分まで

2 インターネットで事前に議決権行使される場合
パソコン又はスマートフォンから議決権行使ウェブ
サイトにアクセスしてください。スマートフォンを
ご利用の場合は、QRコードにより直接議決権の行使
が可能です。
（QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）
行使期限 2024年１月29日（月曜日）

午後５時受付分まで
議決権の
重複行使の
取り扱い

（１）書面とインターネットにより議決権を重複して事前に行使された場合は、インターネ
ットによるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

（２）インターネットにより複数回事前に議決権行使された場合は、最後に行われたものを
有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

ご留意事項 ・議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は
株主様のご負担となります。

・株主様のインターネット利用環境等によっては、ご利用いただけない場合があります。
・議決権行使ウェブサイトは、フィーチャーフォン等一部の携帯電話を用いたインターネットで
はご利用いただけませんのでご了承ください。
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見本

インターネットによる事前の議決権行使のご案内
インターネットによる事前の議決権行使は、パソコン又はスマートフォンから当社の指定する

下記の議決権行使ウェブサイトにてご利用いただくことが可能です。

スマートフォンをご利用の方 パソコンをご利用の方
1 同封の議決権行使書用紙に記載の「ス

マートフォン用QRコード」を読み取
りいただくことにより、簡単に議決権
を行使いただくことができます。

2 以降は画面の案内にしたがって
議案の賛否をご入力ください。

一度議決権を行使された後で行使内容を変更され
る場合は、パソコン向けサイトにアクセスしてい
ただき、議決権行使書用紙に記載の「ログイン
ID」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の
案内にしたがって議案の賛否をご入力ください。

1 議決権行使ウェブサイトにアクセス
してください。
https://www.net-vote.com/

2 同封の議決権行使書用紙に記載の「ロ
グインID」及び「パスワード」をご利
用のうえ、画面の案内にしたがって議
案の賛否をご入力ください。

ログインＩＤ及びパスワードのお取り扱いについて
（１）議決権行使書用紙に記載されている「ログインID」及び「パスワード」は、本株主総会に限り有効です。
（２）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。

大切にお取り扱いください。
（３）パスワードの再発行をご希望の場合は、後記の専用ダイヤルまでご連絡ください。

インターネットによる事前の議決権行使に関するお問い合わせ先
株式会社アイ・アール ジャパン証券代行業務部

専用
ダイヤル 0120-975-960 受付時間 午前９時～午後５時

（土・日・祝日を除く）
（ご参考）機関投資家の皆様につきましては、株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームをご利

用いただくことが可能です。
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第１号議案 剰余金の処分の件
当社の配当方針につきましては、中長期視点から経営基盤の確立と自己資本利益率の向上に努

め、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針としております。
剰余金の処分につきましては、今後の事業展開及び会社を取り巻く環境等を勘案し、内部留保

にも意を用い、次のとおりといたしたいと存じます。
内部留保金につきましては、企業価値向上のための投資等に活用し、将来の事業展開を通じて

株主の皆様に還元させていただく所存であります。

期末配当に関する事項

当期の期末配当につきましては、当期において創業以来最高となる業績を達成することがで
きたことから、普通配当を増額するとともに、特別配当を加え、1株につき17円50銭（普通配
当12円50銭・特別配当5円00銭）とさせていただきたいと存じます。これにより中間配当金
（1株につき12円50銭）を加えた年間配当金は30円00銭となります。

１ 配当財産の種類
金銭

２ 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金17円50銭
総額 330,145,620円

３ 剰余金の配当が効力を生じる日
2024年１月31日
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第２号議案 取締役９名選任の件
取締役全員（９名）は本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

取締役９名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有株式数

（百株）

１
えん どう ふみ き

遠藤 文樹
（1949年11月３日生）

1969年１ 月 不二タイヤ商会入社
1971年11月 有限会社不二タイヤ商会（現株式会社フジ・

コーポレーション）取締役就任
1982年11月 専務取締役就任
1990年６ 月 代表取締役社長就任（現）

76,830

２
さ さ き まさ お

佐々木 正男
（1959年３月22日生）

1979年５ 月 有限会社不二タイヤ商会（現株式会社フジ・
コーポレーション）入社

1988年７ 月 取締役部長就任
1990年６ 月 常務取締役就任
1993年11月 専務取締役営業本部長就任
1997年10月 専務取締役営業本部長 兼

商品部部長就任
1999年12月 専務取締役営業本部長就任
2000年11月 専務取締役営業本部長 兼

商品企画開発部部長就任
2003年５ 月 専務取締役営業本部長就任
2009年11月 専務取締役営業本部長 兼

商品部部長就任
2012年11月 専務取締役営業本部長 兼

本社第一営業部部長就任
2019年10月 専務取締役営業本部長就任（現）

11,669
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有株式数

（百株）

３
ち ば かず ひろ

千葉 和博
（1961年２月13日生）

1989年９ 月 当社入社
1994年７ 月 取締役第一販売部部長就任
1994年11月 常務取締役第一販売部部長就任
2003年５ 月 常務取締役店舗営業部部長就任
2012年11月 常務取締役店舗第一営業部部長就任
2019年10月 常務取締役店舗営業部部長就任（現）

1,770

４
た が むつ み

多賀 睦実
（1962年１月26日生）

1990年２ 月 当社入社
1994年７ 月 取締役管理部部長就任
1994年11月 常務取締役管理部部長就任
2003年５ 月 常務取締役本社営業部部長就任
2009年11月 常務取締役管理部部長就任（現）

2,310

５
かわ むら ひさ とし

川村 尚言
（1967年７月19日生）

1987年４ 月 当社入社
1994年11月 取締役商品部部長就任
1997年10月 取締役第二販売部部長就任
1999年12月 取締役商品部部長就任
2009年11月 取締役本社営業部部長就任
2012年11月 取締役商品部部長就任（現）

1,323

６
こ ばやし ひで き

小林 秀貴
（1971年２月28日生）

1989年10月 当社入社
1999年５ 月 販売促進部部長就任
2003年５ 月 店舗運営部部長就任
2007年２ 月 取締役店舗運営企画部部長就任
2019年10月 取締役本社第一営業部部長就任（現）

543

７
なか むら けん じ

中村 賢二
（1951年12月15日生）

2011年１ 月 株式会社ヨコハマタイヤジャパン
首都圏営業本部長兼東京カンパニー社長就任

2011年１ 月 横浜ゴム株式会社理事就任
2011年12月 株式会社ヨコハマタイヤジャパン

常務執行役員副社長就任
2014年１ 月 横浜ゴム株式会社顧問就任
2016年12月 横浜ゴム株式会社 退社
2022年１ 月 当社取締役就任（現）

6
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有株式数

（百株）

８
おお え けい こ

大江 惠子
（1951年５月21日生）

1976年４ 月 仙台コカコーラ・ボトリング株式会社 入社
1994年１ 月 社会保険労務士 登録
1994年９ 月 仙台コカコーラ・ボトリング株式会社 退職
1995年９ 月 社会保険労務士事務所 開設
2003年１ 月 有限会社めぐみ事務所代表取締役就任
2014年１ 月 社会保険労務士法人めぐみ事務所

社員就任
2022年１ 月 当社取締役就任（現）

―

９
よし だ くに みつ

吉田 邦光
（1954年４月17日生）

2011年４ 月 宮城県仙台南警察署署長就任
2012年３ 月 宮城県警察本部交通部長就任
2013年３ 月 宮城県警察本部警備部長就任
2014年３ 月 宮城県警察本部総務部長就任
2015年３ 月 宮城県警察本部 定年退職
2015年４ 月 野村證券株式会社参与就任
2020年４ 月 公益財団法人宮城県防犯協会連合会

専務理事就任
2022年１ 月 当社取締役就任（現）

―

（注）1．各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
2．中村賢二氏、大江惠子氏及び吉田邦光氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であります。

なお、当社は、各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
3．中村賢二氏は、長年にわたる経営者として培われた豊富な経験とタイヤ業界の幅広い見識を当社の経営に活かしていただく

ことを期待し、社外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏は、当社の特定関係事業者である株式会社ヨコハマタイヤジャパンにおいて、2011年12月から2013年12月まで
常務執行役員副社長を務めております。

4．大江惠子氏は、長年にわたる社会保険労務士として培われた人事・労務等の企業コンプライアンスに関する専門的な知識・
経験等を当社の経営に活かしていただくことを期待し、社外取締役として選任をお願いするものであります。

5．吉田邦光氏は、長年にわたる警察官として培われた企業コンプライアンス面及び反社会的勢力の排除等危機管理面での豊富
な知識・経験等を当社の経営に活かしていただくことを期待し、社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏
は、これまで直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行でき
ると判断しております。

6．中村賢二氏、大江惠子氏及び吉田邦光氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって2年となります。
7．当社は、中村賢二氏、大江惠子氏及び吉田邦光氏との間に会社法第427条第1項の規定に基づき同法第423条第1項の損害賠

償責任を限定する責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で定める最低責任限度額
となっております。同氏が再任された場合には、当該契約を継続する予定であります。

8．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる職務の執行に関し責任を負う
ことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じる損害を当該保険契約により填補することとしております。
各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しており
ます。
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第３号議案 監査役３名選任の件
監査役林田昭一、佐藤茂及び檜山公夫の各氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了と

なります。つきましては、監査役３名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有株式数

（百株）

１
はやし だ しょう いち

林田 昭一
（1956年12月１日生）

2001年４ 月 日本ミシュランタイヤ株式会社
販売部部長（タイヤ専業店担当）就任

2006年６ 月 同 マーケティング部部長就任
2012年10月 同 販売網開発部部長（日本/韓国担当）就任
2016年４ 月 同 ＲＶカテゴリー開発部部長

兼 事業開発部部長（乗用車部門）就任
2016年10月 当社入社

内部監査室室長就任
2022年１ 月 当社監査役就任（現）

―

２
さ とう しげる

佐藤 茂
（1957年５月13日生）

1982年10月 プライスウォーターハウス公認会計士共同事
務所（現PwC Japan有限責任監査法人）入所

1987年８ 月 公認会計士開業登録
1995年８ 月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トー

マツ）入所
1996年１ 月 佐藤茂会計事務所開設、代表就任（現）
1999年１ 月 当社監査役就任（現）

―

３
ひ やま きみ お

檜山 公夫
（1948年１月１日生）

1973年４ 月 仙台弁護士会登録
1996年３ 月 仙台弁護士会会長就任
1997年４ 月 日本弁護士連合会副会長就任
2002年10月 仙台市人事委員会委員就任
2004年10月 宮城県公安委員会委員就任
2014年１ 月 当社監査役就任（現）

―

（注）1．各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
2．佐藤茂及び檜山公夫の両氏は会社法施行規則第２条第３項第８号に定める社外監査役候補者であります。なお、当社は、両

氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
3．佐藤茂氏につきましては、公認会計士としての専門的な知識・経験等を当社の経営に活かしていただきたいため、社外監査

役として選任をお願いするものであります。
4．佐藤茂氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって25年となります。
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5．檜山公夫氏につきましては、長年にわたる弁護士として培われた専門的な知識・経験等を当社の経営に活かしていただきた
いため、社外監査役として選任をお願いするものであります。

6．檜山公夫氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって10年となります。
7．当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、佐藤茂及び檜山公夫の両氏との間において、会社法第423条第１項に定め

る賠償責任の限度額を、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときに限り会社法第425条第１項に定める最低責任限
度額を限度とする旨の責任限定契約を締結しております。なお、本議案が可決され、各氏が再選された場合、引き続き上記
責任限定契約を継続する予定であります。

8．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる職務の執行に関し責任を負う
ことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じる損害を当該保険契約により填補することとしております。
各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しており
ます。

第４号議案 監査役の報酬額改定の件
当社の監査役の報酬額は、1990年11月４日開催の臨時株主総会において、年額18百万円以

内とご承認いただき今日に至っておりますが、その後の経済情勢の変化等、諸般の事情を考慮し
て、監査役の報酬額を年額20百万円以内と変更させていただきたいと存じます。なお、現在の
監査役の員数は4名ですが、第3号議案が原案どおり承認可決されますと、監査役は4名となりま
す。

以 上
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Ⅰ．会社の現況に関する事項
１．事業の経過及びその成果

当事業年度（2022年11月1日～2023年10月31日）における我が国の経済は、新型コロナ
ウイルス感染症の５類移行により社会経済活動の正常化が進み、景気回復が期待されました
が、新たな地政学的リスクの顕在化と円安基調、それに伴った度重なる物価の上昇、原材料
価格の高騰等、個人消費の回復には依然先行き不透明な状況が続いております。
このような状況のもと、当社におきましては、多雪だった日本海側でのスタッドレスタイ

ヤの需要増加と、反対に温暖な冬となった太平洋側での夏タイヤの販売好調に加え、第２四
半期会計期間の夏タイヤの値上げに続いて、当第３四半期会計期間には冬タイヤの値上げが
あったことで、値上げ前駆け込み需要により、当事業年度は好調な業績で終えることができ
ました。
この結果、当事業年度の売上高は45,091百万円（前事業年度比2,011百万円、4.7％増）

となりました。売上高を商品別に見ますと、タイヤ・ホイールは売上金額38,944百万円（前
事業年度比1,852百万円、5.0％増）、売上本数3,037千本（前事業年度比160千本、5.0％減）
となりました。用品は売上金額3,281百万円（前事業年度比201百万円、6.5％増）、作業料
は売上金額2,865百万円（前事業年度比42百万円、1.5％減）となっております。売上構成比
は、タイヤ・ホイール86.4％（前事業年度86.1％）、用品7.3％（前事業年度7.2％）、作業料
6.4％（前事業年度6.8％）となりました。また、販路別売上高の状況は、店舗売上高27,168
百万円（前事業年度比626百万円、2.4％増）、本部売上高17,922百万円（前事業年度比
1,384百万円、8.4％増）となっております。
当事業年度の経営成績を総括いたしますと、営業利益5,529百万円（前事業年度比474百万

円、9.4％増）、経常利益5,770百万円（前事業年度比390百万円、7.3％増）、当期純利益
3,985百万円（前事業年度比294百万円、8.0％増）となりました。
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２．対処すべき課題
現在の我が国の経済は、政府の経済政策を背景に、景気は緩やかに回復しつつあるものの、

依然として先行きに不透明感が残っております。今後、当社といたしましても東証プライム
市場上場企業としての社会的責任を全うすべく、事業の基盤固めを推進していく必要性を認
識しております。
(コーポレート・ガバナンスに関する取組み)
当社は、株価変動のメリットとリスクを株主様と共有することにより、中長期的な業績向

上と企業価値向上に対する貢献意欲や士気を一層高めることを目的として、取締役（社外取
締役は除く）に対して、譲渡制限付株式制度を導入しております。今後も、公正で透明な経
営を維持し、企業価値の持続的向上を図るため、コーポレート・ガバナンスの充実・強化に
努めてまいります。

(業務の効率化と社員の能力向上に関する取組み)
出店地域の広域化や販売方法の多様化により、業務の効率化とそれを支える社員の能力向

上は、今後の更なる業容拡大に向けて重要な課題と認識しております。今後も様々な変革に
対応できる人材を育成する環境を整えるため、社内外の研修や社員育成プログラムを取り入
れ、業務の効率化及び社員一人一人の資質の継続的向上を図ってまいります。

(労働環境の改善に関する取組み)
全社的にスタッドレスタイヤの販売が始まる冬季需要期には、閑散期の３倍以上の売上が

発生するため、人員不足に陥ってしまいます。この対策として、ＡＧＶ*、ＳＴＶ*、自動搬送
コンベア、ラージベール*を導入した物流システムを稼働させております。今後も、更なるシ
ステムの改善、オートメーション化を推進し、繁忙期の労働環境の改善に努めてまいります。
*ＡＧＶ（Automatic Guided Vehicle）･･･無人搬送車
*ＳＴＶ（Sorting Transfer Vehicle）･･･高速仕分け電動台車
*ラージベール･･･廃棄段ボール高速圧縮梱包機

(環境問題への取組み)
当社は、ＳＤＧｓの取り組みの一環として環境問題に取り組んでおります。環境省「Ｆｕ

ｎ ｔｏ Ｓｈａｒｅ」に賛同し、店舗や本社事務所の照明は、ＬＥＤ等の高効率照明を使用
するとともに、エアコン等の設定温度の調整により省エネ、ＣＯ２削減に努めております。
さらに、消費電力の大きいロジスティクスへの太陽光発電設備の導入を決定し、更なるCO2
削減に努めてまいります。また、店舗備品のリサイクル、リユースを全社で実行するととも
に、通信販売等のお客様へ商品を発送する際の梱包には、リサイクル品であるダンボール、
エアクッションシート及びＰＰバンドを必要最小限に使用するなど、今後も地球環境問題に
取り組んでまいります。
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３．設備投資等の状況
（1）当期中における設備投資総額は1,271百万円であり、主に新本社建築に係るもの及び店舗

の出店、移転に伴うものであります。

（2）当期中における主要な設備投資は次のとおりであります。
新本社及び富谷店、ワインショップ（2023年８月完成） 634,137千円
グリーンロード店（2023年９月移転） 253,513千円
相模原店（2023年９月移転） 220,263千円

４．資金調達の状況
当社は、業容拡大に対して機動的な資金調達を行うため、取引銀行12行と当座貸越契約を

締結しております。なお、当期末における借入極度額と未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額 53億円
借入未実行残高 53億円
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売上高

第49期 第50期

単位：百万円

１株当たり当期純利益
単位：円

総資産
単位：百万円

純資産
単位：百万円

当期純利益
単位：百万円

経常利益
単位：百万円

第51期
（当期）

第48期 第49期 第50期 第51期
（当期）

第48期 第49期 第50期 第51期
（当期）

第49期

第48期

第48期 第50期 第51期
（当期）

第48期 第49期 第50期 第51期
（当期）

第48期 第49期 第50期 第51期
（当期）

34,240

115.37

3,530

28,747

2,356

17,929

38,847
4,214 2,864

140.11
29,366 20,428

43,080 5,379 3,691

184.04 31,528 22,528

45,091 5,770 3,985

205.18 33,684 24,502

５．財産及び損益の状況
区 分 第48期

（2020年10月期）
第49期

（2021年10月期）
第50期

（2022年10月期）
第51期 (当期)
（2023年10月期）

売上高 （千円） 34,240,507 38,847,155 43,080,410 45,091,591
経常利益 （千円） 3,530,677 4,214,445 5,379,894 5,770,060
当期純利益 （千円） 2,356,735 2,864,286 3,691,789 3,985,993
１株当たり当期純利益 （円） 115.37 140.11 184.04 205.18
総資産 （千円） 28,747,325 29,366,108 31,528,690 33,684,346
純資産 （千円） 17,929,457 20,428,801 22,528,575 24,502,695
自己資本比率 （％） 62.2 69.4 71.3 72.6
１株当たり純資産 （円） 875.30 995.81 1,151.77 1,296.89

（注）1．１株当たり当期純利益は期中平均発行済み株式数により、１株当たり純資産は期末発行済み株式数により算出しております。
なお、期末発行済株式数は、自己株式を控除しております。

2．当社は2021年５月１日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。
１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産につきましては、当該株式分割が第48期の期首時点で行われていたと仮定して
算出しております。

3．第50期より「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を適用しており、第50期以降の財産
及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載しています。
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６．主要な事業内容
自動車用タイヤ、ホイール及びカー用品の店舗販売及び通信販売

７．主要な営業所
本 社 宮城県富谷市

営業所 第２・第３ロジスティクス（宮城県富谷市）
名取ロジスティクス（宮城県名取市）

店 舗 タイヤ＆ホイール館フジスペシャルブランド
札幌清田店（札幌市清田区） R45八戸店（青森県八戸市）
盛岡店（岩手県盛岡市） 北上店（岩手県北上市）
富谷WILD店（宮城県富谷市） 泉バイパス店（仙台市泉区）
名取店（宮城県名取市） 福島店（福島県福島市）
白河店（福島県白河市） 新潟店（新潟市西区）
新潟竹尾IC店（新潟市東区） 甲府店（山梨県甲府市）
長野店（長野県長野市） 高崎店（群馬県高崎市）
伊勢崎店（群馬県伊勢崎市） 宇都宮店（栃木県宇都宮市）
宇都宮東店（栃木県宇都宮市） 水戸店（茨城県水戸市）
つくば店（茨城県つくば市） 新大宮バイパス店（さいたま市西区）
川越店（埼玉県川越市） 千葉穴川店（千葉市稲毛区）
柏沼南店（千葉県柏市） 練馬店（東京都練馬区）
武蔵村山店（東京都武蔵村山市） 横浜店（横浜市都筑区）
相模原店（相模原市緑区） 静岡店（静岡市駿河区）
浜松店（浜松市東区） R21岐阜店（岐阜県岐阜市）
グリーンロード店（愛知県長久手市） R1中川店（名古屋市中川区）
岡崎店（愛知県岡崎市） 四日市店（三重県四日市市）
大阪箕面店（大阪府箕面市） 潮芦屋店（兵庫県芦屋市）
タイヤ＆ホイール館フジ
一関店（岩手県一関市） 仙台店（仙台市宮城野区）
石巻店（宮城県石巻市） 郡山店（福島県郡山市）
長岡店（新潟県長岡市） 小山店（栃木県小山市）
青梅店（東京都青梅市） 松本店（長野県松本市）
フジファイブデイズ
札幌西店（札幌市手稲区） 札幌東店（札幌市東区）
山形店（山形県山形市） 江戸川店（東京都江戸川区）

８．従業員の状況
従業員数 前年度末比較増減 平均年齢 平均勤続年数

男 性 410 名 1 名減 36.6 歳 9.6 年
女 性 73 名 8 名減 28.5 歳 6.1 年
合計又は平均 483 名 9 名減 35.4 歳 9.1 年

（注）従業員数に、使用人兼務役員、パート、アルバイト等は含まれておりません。
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Ⅱ．会社の株式に関する事項
１．発行可能株式総数 60,800,000株
２．発行済株式総数 18,865,464株（自己株式358,436株を除く。）
３．株主数 7,797名（前期比3,147名減）
４．大株主（上位10位以内の自己株式は除く。）

株 主 名 持 株 数 持株比率
遠 藤 文 樹 7,683,000 株 40.73 ％

日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口) 1,411,400 株 7.48 ％

佐 々 木 正 男 1,166,900 株 6.19 ％

㈱日本カストディ銀行(信託口) 628,600 株 3.33 ％
NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE FIDELITY

FUNDS 605,400 株 3.21 ％

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK
FUND(PRINCIPAL ALL SECTOR

SUBPORTFOLIO)
515,575 株 2.73 ％

野村信託銀行㈱(投信口) 466,680 株 2.47 ％

㈱七十七銀行 462,000 株 2.45 ％

㈱三菱ＵＦＪ銀行 440,000 株 2.33 ％

吉 田 知 広 242,300 株 1.28 ％

（注）持株比率は発行済株式総数から自己株式を控除して算出しております。

５．当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。
当社は、取締役（社外取締役を除く）に対して、株価変動のメリットとリスクを株主の皆

様と共有することにより、中長期的な業績向上と企業価値向上に対する貢献意欲や士気を一
層高めることを目的として、譲渡制限付株式を付与しております。

・取締役、その他役員に交付した株式の区分別合計
区 分 株 式 数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 37,100 株 6 名

６．その他株式に関する重要な事項
当社は、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に

基づき自己株式746,100株を取得しました。また、会社法第178条に基づき取得した自己株
式の全数746,100株の消却を行いました。
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Ⅲ．会社の新株予約権等に関する事項
当事業年度末日における当社役員が有する職務執行の対価として交付された
新株予約権等の状況
１．2017年１月27日開催の取締役会決議による新株予約権
(１) 新株予約権の数

59個
(２) 新株予約権の目的である株式の数

11,800株（新株予約権１個につき200株）
(注) 2021年５月１日付で１株を２株に株式分割いたしました。

これにより新株予約権の目的である株式の数が5,900株から11,800株に変更になっております。
(３) 新株予約権の払込金額

無償
(４) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１株当たり１円
(５) 新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

１株当たり468円
(６) 新株予約権を行使することができる期間

2017年２月14日から2047年２月13日まで
(７) 新株予約権の行使の条件
① 新株予約権は、権利行使期間において、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10
日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）を経過する日までの間に限り、新株予約権
を一括してのみ行使できるものとする。

② 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は、新株予約権を一括してのみ行使すること
ができる。

③ その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約書
に定めるところによる。

2023年12月26日 13時31分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



18

２．2018年１月29日開催の取締役会決議による新株予約権
(１) 新株予約権の数

52個
(２) 新株予約権の目的である株式の数

10,400株（新株予約権１個につき200株）
(注) 2021年５月１日付で１株を２株に株式分割いたしました。

これにより新株予約権の目的である株式の数が5,200株から10,400株に変更になっております。
(３) 新株予約権の払込金額

無償
(４) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１株当たり１円
(５) 新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

１株当たり574円
(６) 新株予約権を行使することができる期間

2018年２月14日から2048年２月13日まで
(７) 新株予約権の行使の条件
① 新株予約権は、権利行使期間において、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10
日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）を経過する日までの間に限り、新株予約権
を一括してのみ行使できるものとする。

② 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は、新株予約権を一括してのみ行使すること
ができる。

③ その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約書
に定めるところによる。
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３．2019年１月29日開催の取締役会決議による新株予約権
(１) 新株予約権の数

70個
(２) 新株予約権の目的である株式の数

14,000株（新株予約権１個につき200株）
(注) 2021年５月１日付で１株を２株に株式分割いたしました。

これにより新株予約権の目的である株式の数が7,000株から14,000株に変更になっております。
(３) 新株予約権の払込金額

無償
(４) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１株当たり１円
(５) 新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

１株当たり477円
(６) 新株予約権を行使することができる期間

2019年２月14日から2049年２月13日まで
(７) 新株予約権の行使の条件
① 新株予約権は、権利行使期間において、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10
日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）を経過する日までの間に限り、新株予約権
を一括してのみ行使できるものとする。

② 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は、新株予約権を一括してのみ行使すること
ができる。

③ その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約書
に定めるところによる。

４．当社役員の保有状況
新株予約権の数 目的である株式の数 保有者数

取締役（社外取締役を除く） 181個 36,200株 6名
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Ⅳ．会社役員に関する事項
１．取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長 遠 藤 文 樹
専 務 取 締 役 佐 々 木 正 男 営業本部長
常 務 取 締 役 千 葉 和 博 店舗営業部部長
常 務 取 締 役 多 賀 睦 実 管理部部長
取 締 役 川 村 尚 言 商品部部長
取 締 役 小 林 秀 貴 本社第一営業部部長
取 締 役 中 村 賢 二
取 締 役 大 江 惠 子
取 締 役 吉 田 邦 光
常 勤 監 査 役 林 田 昭 一
常 勤 監 査 役 邊 見 慶 二 郎
監 査 役 佐 藤 茂 佐藤茂会計事務所代表
監 査 役 檜 山 公 夫

（注）1．取締役中村賢二氏、大江惠子氏及び吉田邦光氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
なお、中村賢二氏、大江惠子氏及び吉田邦光氏は東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのな
い独立役員であります。

2．監査役佐藤茂氏及び檜山公夫氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
なお、佐藤茂氏及び檜山公夫氏は東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であ
ります。

3．監査役佐藤茂氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
監査役檜山公夫氏は、以前弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有するものであります。

4．当社と社外取締役中村賢二氏、大江惠子氏及び吉田邦光氏並びに社外監査役佐藤茂氏及び檜山公夫氏は、会社法第427条第1
項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額
をもって損害賠償責任の限度としております。
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２．取締役及び監査役の報酬等の額
(１) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を2021年２月の取締役会決議
において決定しております。当該決定方針の内容の概要は次のとおりであります。
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に

機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては
各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。具体的には、取締
役の報酬は、固定報酬としての基本報酬及び株式報酬により構成し、監督機能を担う社
外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみとしております。
基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて経営成績、業務執

行状況をも考慮しながら総合的に勘案して取締役会決議にて決定しております。
株式報酬は、譲渡制限付株式とし、原則として毎事業年度、譲渡制限付株式を割り当

てるために金銭報酬債権を付与し、当該金銭報酬債権を現物出資財産として払い込み、
当社の普通株式について発行又は処分を受けることとしております。当社が発行又は処
分する普通株式の総数は、年100,000株以内とし、その１株当たりの払込金額は、各取
締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同
日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）としております。
個人別の割当数は、上記基本報酬を基に取締役会決議にて決定しております。
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、当該決定方針に整合しているこ

とを慎重に確認し決定していることから、当該決定方針に沿うものであると判断してお
ります。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の基本報酬の報酬限度額は、2012年１月26日開催の定時株主総会において、年

額250,000千円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の
員数は８名です。また、株式報酬の報酬限度額は、2020年１月29日開催の定時株主総会
において、上記基本報酬の限度額と別枠にて、年額50,000千円以内と決議いただいてお
ります。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は9名（社外取締役は除く）です。
監査役の基本報酬の報酬限度額は、1990年11月４日開催の臨時株主総会において、年

額18,000千円以内と決議いただいております。当該臨時株主総会終結時点の監査役の員
数は１名です。
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③ 取締役及び監査役の報酬等の総額等
役員区分 報酬等の総額

（千円）
報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員の員数

（名）基本報酬 非金銭報酬等
取締役 260,918 211,650 49,268 9

（うち社外取締役） （7,350） （7,350） （―） （3）
監査役 18,000 18,000 （―） 4

（うち社外監査役） （4,320） （4,320） （2）
（注）非金銭報酬等は、譲渡制限付株式の付与による報酬額であります。

３．社外役員に関する事項
当期中における主な活動状況
取締役会等への出席状況及び発言状況等
区 分 氏 名 出席状況及び発言状況等

取 締 役 中 村 賢 二 当期開催の取締役会13回の全回に出席し、主に長年タイヤ業界で培った
専門的知見から発言をいただいております。

取 締 役 大 江 惠 子 当期開催の取締役会13回の全回に出席し、主に社会保険労務士としての
専門的知見から発言をいただいております。

取 締 役 吉 田 邦 光 当期開催の取締役会13回の全回に出席し、主に長年警察官として培った
専門的知見から発言をいただいております。

監 査 役 佐 藤 茂
当期開催の取締役会13回の全回に、また、当期開催の監査役会13回の
全回に出席し、主に公認会計士としての専門的知見から発言をいただい
ております。

監 査 役 檜 山 公 夫
当期開催の取締役会13回の全回に、また、当期開催の監査役会13回の
全回に出席し、主に長年弁護士として培った専門的知見から発言をいた
だいております。

（注）書面決議による取締役会の回数は除いております。
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４．会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項
(１) 被保険者の範囲

当社の全ての取締役、監査役、執行役員及び会計監査人
（２）役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で
締結し、被保険者が負担することになる職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追
及に係る請求を受けることによって生じる損害を当該保険契約により填補することとしてお
ります。被保険者の保険料については全額当社が負担しております。

Ⅴ．会計監査人に関する事項
１．会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

２．会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人に対する報酬等の額 25,000千円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,000千円
(注)１．当社監査役会は、有限責任監査法人トーマツの報酬について、会計監査人としての業務内容、監

査体制等を考慮した結果、上記の金額は相当であると判断しこれに同意しました。
２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に
係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

３．解任又は不再任の決定の方針
当社では、会計監査人が会社法第340条第１項に定められている項目に該当すると認めら

れる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任します。この場合、
監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人
を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
また、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要性があると判断した場合、

監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定い
たします。
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Ⅵ．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
１．決議の内容の概要
(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
当社は、企業が継続・発展していくためには、全ての取締役、使用人が法令遵守の精神の

もと、公正で高い倫理観を持ち行動することが必要不可欠であると認識しております。
① 取締役は、社会の一員として企業倫理・社会規範に則した行動を行い、健全な企業経営
に努めております。

② 取締役は、取締役会の適切な意思決定に基づき、各々委嘱された業務を執行するととも
に、業務執行の状況を取締役会に報告しております。

③ 取締役会は、取締役会規程、職務権限規程等の職務の執行に関する規程を制定し、取締
役、使用人は定められた規程に従い、業務を執行しております。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程及び個人情報保護管理規程等に

基づき、その保存媒体に応じて安全かつ適正に保存しております。また、取締役及び監査役
は常時これらの文書を閲覧できるようにしております。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
想定されるリスク（損失の多寡、不正や誤謬の発生）を未然に防止、若しくは最小限にと

どめることを念頭においたリスク・マネージメントの観点から、取締役会規程、稟議規程、
職務権限規程、業務分掌規程等を制定しており、リスク管理に関する体制は合理的に整備し
ております。
このリスク管理方式は、業務の推進過程の中に準備された内部牽制機能によって支えられ

ているものであり、これらがさらに有効に機能するよう改善していくものとしております。
取締役が善管注意義務を果たしていることを客観的に証明するために、取締役及び使用人

の職務の執行の効率性確保を阻害することなく、リスク管理の各プロセスにおける業務の文
書化等の整備を進めております。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役

会を毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催することとしております。
取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、稟議規程、業務分掌規程、職務

権限規程を制定し、取締役及び使用人の業務の執行が効率的に行われるよう体制を構築して
おりますが、業務効率の更なる向上を目指し、業務の合理化、ＩＴ化を進めていくものとし
ます。

(5) 事業報告作成会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務
の適正を確保するための体制
現在当社には、親会社及び子会社等はありませんが、将来にわたり企業集団を組成した場

合には、関係会社管理規程の制定等により、適切な経営管理を行う体制を整備するものとし
ます。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性に関する事項並びに当
該使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議

の上、必要に応じて配置するものとします。また、当該使用人の人事については、監査役の
事前の同意を得ることにより、取締役会からの独立性を確保し、当該使用人は監査役の指揮
命令に基づき業務を実施するものとします。
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(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び当該報告をしたものが当
該報告を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
取締役及び使用人は、会社に重大な損害を与えるおそれのある事実を発見した場合には、

法令に従い、直ちに監査役に報告する体制をとっております。また監査役は、取締役会のほ
か、業務報告会議、その他必要に応じ重要な会議に出席するとともに、稟議書その他業務執
行に関する重要な文書を閲覧し、取締役又は使用人にその説明を求めております。併せて内
部監査室より、内部監査計画書並びに結果の報告を受けるとともに、内部監査の立会いも行
うなど内部監査室とのより深い連携を図っております。管理部と定期的な意見交換を行い、
財務報告の適正性について確認できる体制をとっております。なお、監査役へ当該報告をし
たことを理由とした不利益な取扱いは一切行わないものとしております。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制及び監査役
の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役の半数は社外監査役とし、監査の公正を確保するものとします。監査役は、代表取

締役、会計監査人と定期的に意見交換を行っております。また、内部監査室とは適宜、内部
監査の結果等について報告を求め、当社の監査の実効性を確保しております。なお、監査役
の職務の執行に係る費用は会社が負担するものとしております。

２．体制の運用状況の概要
当社は、全役職員に対して規程や業務マニュアル等について周知徹底を図っております。
取締役は、社内規程を整備し、法令並びに定款に従って行動するよう徹底しております。

当事業年度において取締役会を13回開催しております。
監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を実施するとともに、取締役会

への出席や代表取締役、会計監査人及び内部監査室との間で定期的に情報交換等を行うこと
で、取締役の職務執行、内部統制の整備並びに運用状況を確認しております。
内部監査、財務報告に係る内部統制の評価については、内部監査計画に基づき実施してお

ります。

（注）本事業報告の数値は表示単位未満の端数を切り捨て、百分率は表示単位未満の端数を四捨五入して、それぞれ表示しております。
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貸借対照表 （単位：千円）

科目 当期
（2023年10月31日現在）

前期 ご参考
（2022年10月31日現在）

資産の部
流動資産 18,156,778 16,388,359
現金及び預金 1,975,311 816,319
売掛金 3,898,588 3,615,071
商品 9,574,031 9,622,548
前払費用 915,281 773,307
未収入金 1,716,456 1,461,241
１年以内回収予定建設協力金 42,975 37,239
その他 51,920 82,414
貸倒引当金 △17,786 △ 19,782
固定資産 15,527,567 15,140,331
有形固定資産 13,364,703 13,117,742
建物 6,194,511 5,612,772
建物附属設備 826,540 683,250
構築物 427,904 389,747
機械装置 1,876,924 2,210,467
車両運搬具 97,198 68,444
工具器具及び備品 156,976 113,182
土地 3,059,515 3,059,515
リース資産 678,911 536,566
建設仮勘定 46,220 443,795
無形固定資産 304,256 244,224
商標権 986 1,282
ソフトウェア 240,021 235,806
リース資産 4,212 2,016
電話加入権 806 4,212
水道施設利用権 1,209 907
投資その他の資産 1,858,608 1,778,364
出資金 23 23
長期前払費用 84,809 69,435
繰延税金資産 652,904 617,333
建設協力金 638,004 609,875
敷金 344,668 344,758
保証金 127,061 125,189
破産更生債権等 27,829 27,843
その他 11,136 11,748
貸倒引当金 △27,829 △ 27,843
資産合計 33,684,346 31,528,690

科目 当期
（2023年10月31日現在）

前期 ご参考
（2022年10月31日現在）

負債の部
流動負債 7,633,331 7,638,082
買掛金 3,254,825 3,531,717
１年以内返済予定リース債務 41,338 32,550
未払金 715,318 770,902
未払費用 133,827 124,292
未払法人税等 1,013,340 1,095,472
未払消費税等 373,208 16,220
前受金 1,031,358 925,684
預り金 25,788 23,499
前受収益 951,722 1,032,861
賞与引当金 87,130 84,880
固定負債 1,548,320 1,362,032
リース債務 723,949 569,358
退職給付引当金 335,628 305,208
資産除去債務 246,395 243,618
長期未払金 198,847 198,847
その他 43,500 45,000
負債合計 9,181,651 9,000,114
純資産の部
株主資本 24,466,394 22,492,275
資本金 1,236,515 1,236,515
資本剰余金 1,273,115 1,273,115
資本準備金 1,273,115 1,273,115
利益剰余金 22,504,992 20,354,284
利益準備金 6,570 6,570
その他利益剰余金 22,498,421 20,347,713
固定資産圧縮積立金 3,654 3,921
別途積立金 1,300,000 1,300,000
繰越利益剰余金 21,194,766 19,043,791
自己株式 △548,229 △ 371,640
新株予約権 36,300 36,300
純資産合計 24,502,695 22,528,575
負債・純資産合計 33,684,346 31,528,690
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損益計算書 （単位：千円）

科目 当期
（2022年11月１日から2023年10月31日まで）

前期 ご参考
（2021年11月１日から2022年10月31日まで）

売上高 45,091,591 43,080,410
売上原価 30,270,049 28,836,724
売上総利益 14,821,541 14,243,686
販売費及び一般管理費 9,292,261 9,188,488
営業利益 5,529,280 5,055,197
営業外収益

受取利息 5,657 5,041
受取配当金 1 1
不動産賃貸料 55,680 34,880
協賛金収入 43,126 35,171
受取保険金 125,870 208,767
為替差益 ― 31,318
その他 80,315 310,650 58,965 374,144

営業外費用
支払利息 7,325 5,454
不動産賃貸費用 13,145 10,709
自己株式取得費用 38,962 32,787
為替差損 10,404 ―
その他 33 69,871 495 49,447
経常利益 5,770,060 5,379,894
特別利益

固定資産売却益 7,922 7,922 2,450 2,450
特別損失

固定資産除却損 ― ― 3,968 3,968
税引前当期純利益 5,777,982 5,378,376

法人税、住民税及び事業税 1,827,560 1,742,007
法人税等調整額 △35,571 1,791,989 △ 55,420 1,686,586

当期純利益 3,985,993 3,691,789
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株主資本等変動計算書（2022年11月１日から2023年10月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金 資本剰余金
合計 利益準備金自己株式

処分差益
当期首残高 1,236,515 1,273,115 ― 1,273,115 6,570
当期変動額
剰余金の配当
当期純利益
固定資産圧縮積立金の取崩
自己株式の取得
自己株式の処分 38,932 38,932
自己株式の消却 △38,932 △38,932
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― ―
当期末残高 1,236,515 1,273,115 ― 1,273,115 6,570

（単位：千円）

株主資本
利益剰余金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立金 別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 3,921 1,300,000 19,043,791 20,354,284
当期変動額
剰余金の配当 △733,132 △733,132
当期純利益 3,985,993 3,985,993
固定資産圧縮積立金の取崩 △266 266 ―
自己株式の取得 ―
自己株式の処分 ―
自己株式の消却 △1,102,152 △1,102,152
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 △266 ― 2,150,974 2,150,707
当期末残高 3,654 1,300,000 21,194,766 22,504,992
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（単位：千円）

株主資本
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計

当期首残高 △ 371,640 22,492,275 36,300 22,528,575
当期変動額
剰余金の配当 △733,132 △733,132
当期純利益 3,985,993 3,985,993
固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―
自己株式の取得 △1,399,968 △1,399,968 △1,399,968
自己株式の処分 82,294 121,227 121,227
自己株式の消却 1,141,085 ― ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 △176,588 1,974,119 ― 1,974,119
当期末残高 △548,229 24,466,394 36,300 24,502,695
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個別注記表
１．重要な会計方針
（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商 品………移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
(リース資産を除く)

………定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物並びに2016年4月1日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物……………………………20～38年
建物附属設備…………………………… ８～18年
構 築 物……………………………10～20年
機 械 装 置……………………………10～17年

無形固定資産
(リース資産を除く)

………定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法を採用しております。

リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。な
お、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、「企業
会計基準第13号 リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っております。

（3）引当金の計上方法
貸 倒 引 当 金………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

賞 与 引 当 金………従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上
しております。

退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基
づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度
から費用処理しております。
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（4）収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりであります。
当社は、一般顧客に対しては店舗販売及び通信販売、法人得意先に対しては業者販売により、特にタイ

ヤ・ホイールに的を絞ってカー用品を販売しております。店舗販売における商品の販売及びサービスの提
供については、顧客に商品を引き渡した時点又は顧客に役務提供を完了した時点で、顧客に当該商品等に
対する支配が移転し、履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。商品補償等
の一部のサービスの提供については、契約期間にわたり継続的に履行義務を充足する取引であると判断し
ており、契約期間にわたり定額で収益を認識しております。また、通信販売及び業者販売における商品の
販売については、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、
出荷時点で収益を認識しております。
一般顧客に対して他社ポイントを付与して商品を販売する場合は、顧客に対する商品の販売の履行義務

に係る取引価格の算定における第三者のために回収する金額として、顧客から受け取る対価の額から取引
先へ支払う額を控除した純額で収益を認識しております。
なお、取引の対価は、履行義務を充足してから概ね１か月以内に受領しており、当該顧客との契約に基

づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

２．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。
当事業年度

主要な財又はサービスの種類
タイヤ・ホイール 38,944,752千円
用品 3,281,833千円
作業料 2,865,004千円

顧客との契約から生じる収益 45,091,591千円
外部顧客への売上高 45,091,591千円

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
主要な顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、１．重要な会計方針 (4) 収益及

び費用の計上基準に記載のとおりであります。
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（3）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年
度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関
する情報

①契約負債の残高等
当事業年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 3,615,071千円
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 3,898,588千円
契約負債（期首残高） 1,958,546千円
契約負債（期末残高） 1,983,081千円
契約負債は、商品の引渡し前に顧客から受け取った前受金、及び顧客へ販売した商品に対する補償等のサ

ービス提供に関する前受収益であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、1,725,675千円で

あります。

②契約履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

当事業年度
１年以内 1,785,745千円
１年超２年以内 197,335千円

３．会計上の見積りに関する注記
（店舗に係る有形固定資産の減損）
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

当社は、カー用品のタイヤ・ホイールに的を絞り、店舗販売、通信販売、業者販売により販売しておりま
す。このうち、店舗販売は郊外型の店舗で、幹線道路沿いに多く出店しており、当事業年度末における店舗
数は48店舗であります。
店舗を運営する上で必要な土地建物などの主たる資産やタイヤ・ホイールの取り付けなどのサービス提供

に用いる工具器具などの資産を保有しており、当社店舗に係る有形固定資産残高は4,059,363千円、総資産
の12.1％となっております。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
当社の事業資産における資産グループについてはキャッシュ・フローを生み出す最小単位である店舗をグ

ルーピングの単位としております。土地の時価の著しい下落や継続的な営業損失等が発生した店舗があれば
減損の兆候を識別しております。減損の兆候を識別した店舗について、店舗の主要な資産の残存耐用年数に
わたって将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回ることになった店舗については、減損損失を認識
することとしております。回収可能価額は使用価値と正味売却価額のいずれか高い価額としており、帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上されます。
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②主要な仮定
減損損失の認識の判定及び使用価値の算定において用いられる将来キャッシュ・フローは過去の実績や趨

勢、経営環境などの外部要因に関する情報や当社店舗の予算等の内部情報を総合的に加味して見積ってお
り、減損兆候店舗の将来売上高を重要な仮定として算定しております。
当社では新型コロナウイルス感染拡大の影響は軽微であるという仮定を置き、直近の業況が今後も継続す

ることを前提としております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響
将来の不確実な経済状況の変動等や新型コロナウイルス感染症の流行状況により当該見積り及び当該改訂

に関して見直しが必要になった場合、翌事業年度以降において減損損失が発生する可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記
資 産 に 係 る 減 価 償 却 累 計 額
有形固定資産の減価償却累計額 8,491,366千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式 19,970,000 株 ― 株 746,100 株 19,223,900 株

(変動事由の概要)
発行済株式の減少は、自己株式の消却による減少であります。

（2）自己株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式 441,610 株 746,146 株 829,320 株 358,436 株

(変動事由の概要)
自己株式の増加及び減少のうち746,100株は、自己株式の取得による増加及び消却による減少であります。
その他自己株式の減少は、取締役及び従業員に対する譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少であります。

（3）配当金支払額
2023年１月30日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項
配当金の総額 488,209千円
１株当たり配当額 25.00円
基準日 2022年10月31日
効力発生日 2023年１月31日

2023年６月14日開催の取締役会決議による中間配当に関する事項
配当金の総額 244,922千円
１株当たり配当額 12.50円
基準日 2023年４月30日
効力発生日 2023年７月６日
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（4）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
2024年１月30日開催の定時株主総会において、次のとおり付議します。
配当金の総額 330,145千円
１株当たり配当額 17.50円
基準日 2023年10月31日
効力発生日 2024年１月31日

なお、配当原資は、利益剰余金とすることを予定しております。

（5）当事業年度末における新株予約権に関する事項
内訳 目的となる株式の種類 目的となる株式の数 新株予約権の残高

2017年１月27日取締役会決議分 普通株式 11,800 株 59 個
2018年１月29日取締役会決議分 普通株式 10,400 株 52 個
2019年１月29日取締役会決議分 普通株式 14,000 株 70 個

６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達し
ております。
売掛金に係る信用リスクは、販売管理規程及び債権管理規程に沿ってリスクの低減を図っております。

未収入金は主に主要仕入先からのリベートであり、その信用リスクは限定的なものと判断しております。
買掛金、未払法人税等については、資金調達に係る流動性リスクに晒されておりますが、管理部において
適時に資金繰り計画を作成、更新し流動性リスクを管理するとともに、金融機関との当座貸越契約を締結
することでリスクを低減しております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
「現金及び預金」、「売掛金」、「未収入金」、「買掛金」及び「未払法人税等」については、現金であるこ

と、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似するものであることから、記載を省略しておりま
す。
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７．退職給付に関する注記
（1）退職給付制度の概況

退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を継続して採用しております。

（2）確定給付制度
①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 321,990千円
勤務費用 33,561千円
利息費用 423千円
数理計算上の差異の発生額 △49,511千円
退職給付の支払額 △8,616千円
その他 79千円

退職給付債務の期末残高 297,927千円

②退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
非積立型制度の退職給付債務 297,927千円
未認識数理計算上の差異 37,701千円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 335,628千円

退職給付引当金 335,628千円
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 335,628千円

③退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 33,561千円
利息費用 423千円
その他 4,971千円

確定給付制度に係る退職給付費用 38,956千円

④数理計算上の計算基礎に関する事項
当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）
割引率 1.30％

(注)当事業年度の期首時点の計算において適用した割引率は0.13％でありましたが、期末時点において
割引率の再計算を行った結果、割引率の変更により退職給付債務の額に重要な影響を及ぼすと判断し、
割引率を1.30％に変更しております。
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８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

当期
2023年10月31日現在

繰延税金資産
未払事業税等 50,559千円
賞与引当金 26,176千円
商品評価損 37,225千円
退職給付引当金 100,834千円
長期未払金 59,740千円
資産除去債務 75,669千円
減価償却超過額 140,123千円
土地 124,343千円
その他 84,726千円
繰延税金資産合計 699,400千円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △1,570千円
建設協力金 △5,203千円
資産除去債務に対応する除去費用 △39,721千円
繰延税金負債合計 △46,495千円

繰延税金資産純額 652,904千円
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９．リースにより使用する固定資産に関する注記
リース取引開始日が2008年10月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
建物 合計

取得価額相当額 120,000千円 120,000千円
減価償却累計額相当額 92,000千円 92,000千円
期末残高相当額 28,000千円 28,000千円

（2）未経過リース料相当額
建物 合計

一年以内 6,932千円 6,932千円
一年超 27,072千円 27,072千円

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
建物 合計

支払リース料 7,761千円 7,761千円
減価償却費相当額 6,000千円 6,000千円
支払利息相当額 1,011千円 1,011千円

10．１株当たり情報の注記
（1）１ 株 当 た り 純 資 産 額………………… 1,296円89銭
（2）１ 株 当 た り 当 期 純 利 益………………… 205円18銭

算 定 に 用 い ら れ た 主 要 な 内 訳
損 益 計 算 書 上 の 当 期 純 利 益………………… 3,985,993千円
普 通 株 式 に 係 る 当 期 純 利 益………………… 3,985,993千円
普 通 株 式 の 期 中 平 均 株 式 数………………… 19,427,185株

（3）潜在株式調整後１株当たり当期純利益………………… 204円79銭
算 定 に 用 い ら れ た 主 要 な 内 訳
当 期 純 利 益 調 整 額………………… ―
普 通 株 式 増 加 数………………… 36,176株
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年12月13日

株式会社フジ・コーポレーション
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 トーマツ

仙台事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 後 藤 英 俊

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 澤 田 修 一

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フジ・コーポレーションの2022年11月１日から2023

年10月31日までの第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等

に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対

して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書

類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年11月１日から2023年10月31日までの第51期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作
成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、当期の監査方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役

等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の

使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及
び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１
項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている当該体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係
る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年12月15日
株式会社フジ・コーポレーション監査役会

常勤監査役 林 田 昭 一 ㊞
常勤監査役 邊 見 慶二郎 ㊞

監査役 佐 藤 茂 ㊞
監査役 檜 山 公 夫 ㊞

(注) 監査役佐藤茂及び檜山公夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

以 上
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東北自
動車道

八乙
女折
立線

泉中央駅

仙
台
泉
線

大衡仙台線 台原森林公園

北仙台駅

旭ヶ丘駅

八乙女駅

ユアテック
スタジアム仙台

国道４号線

泉Ｉ.Ｃ.

仙台宮城Ｉ.Ｃ.

泉塩釡線

仙台駅

県庁

広瀬通

青葉通

広瀬川

仙台西道路
仙台国際センター

東北大学

青葉城跡

宮城県仙台市泉区寺岡６丁目２番地の１

仙台ロイヤルパークホテル
ロビーフロア
ロイヤルホールＥＡＳＴ

■ 会 場

■ アクセス
市営地下鉄＋宮城交通バスご利用の場合

地下鉄南北線 仙台駅

地下鉄南北線 泉中央駅
宮城交通バス ３番のりば
以下のいずれかの運行系統

①＜アウトレット:JCHO・工業経由＞ 泉パークタウン行き
②＜アウトレット:JCHO・循環経由＞ 泉パークタウン行き
③＜アウトレット:JCHO病院経由＞ 泉パークタウン行き
④＜寺岡:泉アウトレット経由＞ 寺岡三丁目行き

寺岡一丁目北泉アウトレットバス停より
徒歩約３分

約15分

約20分

電話番号022（377）1111

株式会社フジ・コーポレーション
お問い合わせ先
管理部／〒981-3341 宮城県富谷市成田1-7-1

TEL：022（348）3300 FAX：022（348）3341
investor-relations@fujicorporation.ne.jp

見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。

環境に配慮した植物油インキを
使用しています。

株主総会会場ご案内図

2023年12月26日 13時31分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）


